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ロシアにおける日系企業活動の実態を把握し、
その結果を広く提供することを目的とする。 
ロシアにおける日系企業活動の実態を把握し、
その結果を広く提供することを目的とする。 

調査目的 調査目的 

ロシアに進出する日系企業（日本側による直接、
間接の出資比率が10％以上の現地法人または
支店。駐在員事務所は対象外）。 

ロシアに進出する日系企業（日本側による直接、
間接の出資比率が10％以上の現地法人または
支店。駐在員事務所は対象外）。 

調査対象 調査対象 

2015年（平成27年）10月7日～11月6日 2015年（平成27年）10月7日～11月6日 

調査時期 調査時期 

109社に回答を依頼し、93社より有効回答を得
た（有効回答率85.3％）。  

109社に回答を依頼し、93社より有効回答を得
た（有効回答率85.3％）。  

回収状況 回収状況 

調査は2013年度より実施し、本年度は3回目 

図表の数値は四捨五入しているため、合計が
必ずしも100％とはならない 

対象企業アンケート調査フォーム画面を掲載
したURLを通知し、記入・返信してもらう、もしく
は日本語のアンケート用紙をEメールで送付す
る手法を採用した。 

調査は2013年度より実施し、本年度は3回目 

図表の数値は四捨五入しているため、合計が
必ずしも100％とはならない 

対象企業アンケート調査フォーム画面を掲載
したURLを通知し、記入・返信してもらう、もしく
は日本語のアンケート用紙をEメールで送付す
る手法を採用した。 

備 考 備 考 
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食品・農水産加工 
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金属製品（メッキ加工を含む） 

一般機械( 金型・機械工具を含む)  

電気機械・電子機器 

輸送用機器（自動車・二輪車） 

輸送用機器部品（自動車・二輪車） 

精密機械 

医療機器 

流通 

商社 

販売会社 

銀行 

運輸／倉庫 

不動産 

法務・税務 

ホテル／旅行／外食 

通信／ソフトウエア 

建設・プラント 

その他非製造業 

回答企業数 
93社 

（社） 

業種一覧 業種一覧 

非 
 

製 
 

造 
 

業 

製 
 

造 
 

業 

  
調査数 
（社） 

独資または日系
企業との合弁

（％） 

日系企業以外
との合弁
（％） 

支店 
（％） 

合 計 93 87.1 7.5 5.4 

製造業 26 84.6 15.4 0 

非製造業 67 88.1 4.5 7.5 

進出形態 進出形態 
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不安定な為替が経営に大きく影響。 

市場回復には慎重な見方、コスト削減で対応図る 
 

1. 営業利益は改善するも、黒字見込みは半数に届かず。「為替変動」が原因 
 2015年の営業利益見込みは「黒字」が最も多かったが、過去3回の調査で初めて半数を下回った。 

 営業利益の「改善」要因では「売上増加」が大きく減少する一方、コスト削減関連項目が大幅増。営業利益の「悪化」要因は「為
替変動」が最も多く、前年より11.6ポイント増。 

 翌年（2016年）の営業利益見通しは3年連続で「改善」が最多となるも、前年より大幅減。市場の回復に対する見方は慎重。 

 

2. 今後の事業展開は「現状維持」が大幅増。積極的な展開は難しく、我慢のとき 
 今後1～2年の事業展開の方向性を「拡大」と回答した企業は大幅減。「現状維持」が50.0％と大幅増。 

 拡大理由では、「売上の増加」のほか、「成長性・潜在力の高さ」が増加。ロシア市場の潜在性への期待は依然高い。 

 

3. 経営現地化の取り組みは鈍化傾向 
 経営現地化の取り組みに関する回答が軒並み減少。一方、「現地化の取り組みはしていない」が増加。 

 経営現地化の問題点としては、「現地人材の能力・意識」や「幹部候補人材の採用難」が最も多いが、日本サイド・現地サイドと
もに一定の改善傾向。 

 

4. 経営上の主な問題は「不安定な為替」に起因 
 ロシア市場の魅力は「市場規模／成長性」が圧倒的多数。リスクはルーブル安による影響を反映し、「不安定な為替」との指摘

が最多。 

 財務・金融・為替面の問題として、「現地通貨の対ドル／ユーロ為替レートの変動」のほか、「現地通貨の対円為替レートの変
動」も増加。ルーブル安の影響が多方面でみられる。 

 現地生産の問題では、「調達コストの上昇」が大幅増。ここでも、為替変動による影響がみられる。 
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 2015年の営業利益見込み 
2015年の営業利益見込みは「黒字」が最も多かった（49.5％）が、前回（2014年度調査での2014年の営業利益見
込みに関する設問）の結果と比較して3.7ポイント減。過去3回の調査で初めて半数を割った。他方、前年比での改
善・悪化の割合は、「改善」が前回調査よりも微増し35.5％となった。 

 

 営業利益の改善要因 
2015年の営業利益の改善要因として、「現地市場での売上増加」を挙げる企業の割合は、市場の冷え込みを反
映し、前回（2014年度調査での2014年の営業利益の改善要因に関する設問）の結果から大きく減少（63.3％
→39.4％）。一方、コスト削減に関連する項目（「その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）の削減」、「調達コストの
削減」）が前回に比べ大きく回答数を伸ばした。また、値上げで営業利益の改善を図る声も聞かれた。 

 

 営業利益の悪化要因 
2015年の営業利益の悪化要因としては、「為替変動」が最も多かった（71.0％）ほか、「調達コストの上昇」など為
替変動に関連する項目も回答企業が増加した。 

 

 2016年の営業利益見通し 
2016年の営業利益見通しは2015年と比べて「改善」を見込む企業が最も多かったが半数以下に留まり、ロシア市
場の回復に対する見方は依然として慎重であるといえる。これに対し「横ばい」は前回調査から5.7ポイント増加し
た。 

 

 営業利益見通しの改善・悪化要因 
2016年の営業利益見通しの「改善」要因は依然として「現地市場での売上増加」が最も多いが、「販売効率の改
善」や「支出の削減」など、コスト削減も引き続き改善要因として指摘されている。「悪化」要因には、「現地市場で
の売上減少」や「為替変動」が挙がった。 

結果概要 結果概要 
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改善 
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黒字 

49.5% 
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20.4% 
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30.1% 
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黒字 均衡 赤字 

35.5 

34.6 

35.8 

31.2 

26.9 
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改善 横ばい 悪化 

2015年の営業利益見込み 2015年の営業利益見込み 2014年実績と比較した2015年の営業利益見込みの変化 2014年実績と比較した2015年の営業利益見込みの変化 
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調達コストの削減 

人件費の削減 

為替変動 

販売効率の改善 

生産効率の改善 
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輸出拡大による売上増加 
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20.0 

0  

30.0 

0  

0  

0  

66.7 

76.2 

38.1 

28.6 

19.0 
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2015年の営業利益見込みが「改善」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2015年の営業利益見込みが「改善」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2015年の営業利益見込みが「悪化」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2015年の営業利益見込みが「悪化」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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2016年の営業利益見通しが「改善」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2016年の営業利益見通しが「改善」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2016年の営業利益見通しが「悪化」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

2016年の営業利益見通しが「悪化」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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 今後1～2年の事業展開の方向性 
今後1～2年の事業展開の方向性を「拡大」と回答した企業は44.6％と、前回（66.0％）より大幅に減少。
他方、ロシア経済の先行き不透明さを背景に、「現状維持」を選択した企業の割合は50.0％と前回より
20.2ポイントの大幅増となった。「縮小」・「第三国（地域）へ移転・撤退」の割合（計5.4％）が小さ
いことから、ロシアでのビジネスを「縮小・撤退はしないが、積極的な展開は難しく我慢のとき」とと
られる企業が多いことがわかった。 

 

 事業展開を「拡大」する理由・機能 
• 「拡大」を選択した企業のうち、「売上の増加」を挙げた企業は最多の80.5％であった。また、「成

長性・潜在力の高さ」を選んだ企業も前回より16.7ポイント増の68.3％であった。特に、製造業で大
幅増となり、依然としてロシア市場の潜在性に対する期待が高いことがうかがわれる。 

• 「縮小」・「第三国（地域）へ移転・撤退」を選択した理由で最も多かったのは「売上の減少」であった。 

 

 経営の現地化 

• 経営現地化の取り組みとして、「現地化を意識した現地人材の研修・育成の強化」や「現地人材の登用」が多
く 挙がったが、前回からはそれぞれ6.9ポイント、12.4ポイント減。他の取り組みも軒並み減少する一方、「現
地化の取り組みはしていない」が前回より6.6ポイント増。現地化の取り組みの鈍化傾向が顕著となった。 

• 経営現地化の問題点では、依然として「現地人材の能力・意識」、「幹部候補人材の採用難」が多いが、それ
ぞれ顕著に減少した。日本・現地サイドの課題ともに一定の改善が見られる。他方、自由回答では日本（本
社）側のロシア・ロシア市場に関する理解不足を問題と指摘する声が複数あった。 

 

 従業員の増減 
過去1年間の変化は、現地従業員については「削減」、日本人駐在員については「横ばい」が最も多かった。しか
し、製造業だけをみると、日本人駐在員を「削減」した企業は4割に上り、「横ばい」と同程度であった。今後の予定
については、「横ばい」とする声が多いが、「削減」する場合は日本人駐在員を対象とする傾向がより強い。 

結果概要 結果概要 
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29.8% 

縮小 

4.3% 

回答企業数 
94社 

44.6 
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3.0 

1.1 

1.5 
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非製造業（n=67) 

拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転・撤退 

66.0 
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63.8 

29.8 

24.0 

31.9 

4.3 

4.0 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計（n=94) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=69) 

拡大 現状維持 縮小 

今後1～2年の事業展開の方向性（2015年度調査） 今後1～2年の事業展開の方向性（2015年度調査） 今後1～2年の事業展開の方向性（2014年度調査） 今後1～2年の事業展開の方向性（2014年度調査） 



２．今後の事業展開（3） 
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売上の増加 

成長性、潜在力の高さ 

高付加価値製品への高い 

                       受容性 

生産・販売ネットワーク 

                    見直し 

取引先との関係 

コストの低下(調達コスト、 

                人件費など)  

規制の緩和 

労働力確保の容易さ 

その他 

合 計（n=41) 

製造業（n=12) 

非製造業（n=29) 

（％） 

82.9 

24.4 

17.1 

9.8 

9.8 

4.9 

4.9 

9.8 

91.7 

25.0 

41.7 

16.7 

0  

0  

8.3 

0  

79.3 

24.1 

6.9 

6.9 

13.8 

6.9 

3.4 

13.8 

0 20 40 60 80 100

販売機能 

物流機能 

生産(高付加価値品)  

生産(汎用品)  

地域統括機能 
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サービス事務機能 

(ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ､ｺｰﾙｾﾝﾀｰなど) 

その他 

合 計（n=41) 

製造業（n=12) 

非製造業（n=29) 

（％） 

Copyright © 2016 JETRO. All rights reserved. 禁無断転載 

今後1～2年の事業展開を「拡大」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

今後1～2年の事業展開を「拡大」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

今後1～2年の事業展開で「拡大」する機能 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

今後1～2年の事業展開で「拡大」する機能 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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高付加価値製品への低い受容性 

規制の強化 

生産・販売ネットワーク見直し 

取引先との関係 

その他 

合 計（n=5) 

製造業（n=2) 

非製造業（n=3) 

（％） 

今後1～2年の事業展開で「縮小」「第3国（地域）へ移転・撤退」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

今後1～2年の事業展開で「縮小」「第3国（地域）へ移転・撤退」する理由 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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Ｍ＆Ａによる人材・経営 

              資源の獲得 

その他 

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

（％） 

経営の現地化に向けた取り組み 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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非製造業（n=67) 

（％） 

経営現地化に当たっての問題点 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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経営の現地化 経営の現地化 
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従業員の増減 従業員の増減 



３．経営上の問題点（1） 
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 販売・営業面 

「主要販売市場の低迷（消費低迷）」を指摘する声が最も多く、前回より6.0ポイント増となった。特に、非製造業で
割合が大きく、前回より17.8ポイント増。一方、製造業は前回より26.8ポイント減となり、一定の対策がとられている
ようだ。非製造業では「取引先からの発注量の減少」を問題と見る企業も前回より12.8ポイント増となった。 

 

 財務・金融・為替面 

「現地通貨の対ドル／ユーロ為替レートの変動」が圧倒的に多かったが、「現地通貨の対円為替レートの変動」を
指摘する声も前回より13.3ポイント増となり、ルーブル下落の影響が多方面で見られる。他方、金融システム、規
制面では改善の兆しが見られた部分もある。 

 

 貿易制度面 

「手続きの煩雑さ」、「通関に要する時間」を指摘する声が依然として多い。他方で、「関税率」、「検査制度」、「非関
税障壁」など、前回に比べ大きく改善の兆しが見られる項目もあった。 

 

 雇用・労働面 

全体では多くの項目で前回より減少し、「特に問題はない」が4.5ポイント増となった。一方で、製造業だけを見ると、
「解雇・人員削減に対する規制」が前回より11.2ポイント増となった。 

 

 生産面（製造業のみ） 

前回に引き続き、「原材料・部品の現地調達の難しさ」を問題と考える企業が最も多かったが、ルーブル安の影響
により「調達コストの上昇」が前回より23.7ポイント大幅増となった。「特に問題はない」と回答した企業は前回より
18.0ポイント減となった。 

結果概要 結果概要 
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競合相手の台頭（品質面で競合） 

現地の規制緩和が進まない 

その他 

特に問題はない 

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

（％） 

80.4 

41.3 
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現地通貨の対円為替 

           レートの変動 

税務（法人税、移転価格 

         課税など）の負担 

業務規模拡大に必要な 
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金利の上昇 

対外送金に関わる規制 
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                        規制 
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           資金調達が困難 
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特に問題はない 

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

（％） 

販売・営業面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 販売・営業面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

財務・金融・為替面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 財務・金融・為替面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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日本人出向役職員（駐在員） 
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人材（技術者）の採用難 

             （製造業のみ） 

外国人労働者の雇用規制 
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人材（一般ワーカー）の 

   採用難（製造業のみ） 

その他 

特に問題はない 

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

（％） 

20 

貿易制度面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 貿易制度面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

雇用・労働面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 雇用・労働面での問題点（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 
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通関などの諸手続きが煩雑 

通関に時間を要する 

通達・規則内容の周知徹底 

                       が不十分 

関税の課税評価査定／分類 

            認定基準が不明瞭 

輸入関税が高い 

検査制度が不明瞭 

非関税障壁が高い 

輸出制限・輸出税がある 

検疫制度が厳格 

    または不透明 

その他 

特に問題はない 

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

（％） 
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原材料・部品の現地調達の難しさ 

調達コストの上昇 

品質管理の難しさ 

物流インフラの未整備 

資本財・中間財輸入に対する高関税 

設備面での生産能力の不足 

電力不足・停電 

環境規制の厳格化 

限界に近づきつつあるコスト削減 

短期間での生産品目の 

切り替えが困難 

その他 

特に問題はない 

回答企業数 
25社 

（％） 

生産面での問題点（製造業）＜複数回答＞ 生産面での問題点（製造業）＜複数回答＞ 
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 投資環境全般でのメリットとリスク 
• 投資環境全般でのメリットは、「市場規模／成長性」との回答が最も多かった。前回、前々回よりは低下して

いるが、依然としてロシア市場の魅力は「潜在的市場性」であることが浮き彫りとなった。 

• 投資環境全般のリスクは「不安定な為替」との回答が最も多く、ルーブル安の進行に伴う影響を反映する結果
となった。他方、「人件費の高騰」 はその割合を大きく下げるなど、逆の意味で為替変動の影響を受ける例
も見られた。 

 

 輸入代替政策による影響 
• ロシア政府が推進する輸入代替政策による影響については、製造業がより何らかの影響を受けていることがわかった。 

• 具体的な影響として、製造業では「輸出から現地展開への切り替えにより売上拡大」というプラスの影響が最も多く、約
7割に達した。非製造業では、「国産品への転換により売上減少」というマイナスの影響が最多で、ロシア企業との競争
が激しくなっていることを指摘する声もあった。 

 

 個人情報国内管理義務付けへの対応 
2015年9月1日に施行となった、ロシア国民の個人情報国内管理義務付けに関する法令への対応について、38.0％の企業
が対応していると回答した。その一方で、ほぼ同数の企業が「不明」と回答し、対応について未検討の企業が少なくないこと
もわかった。本法令は、不特定多数の顧客を持つサービス業が主対象であるため、製造業では半数以上の回答企業が「不
明」と回答した。 

 

 安全面のリスク 
前回に引き続き、「治安、テロ」が最も多かったが、前回より11.0ポイント減となった。その他項目も軒並み減となり、「安全面
でのリスクはない」が7.7ポイント増となった。一方で、「その他」の回答には「交通事故」を指摘する声が複数あった。 

 

 競合関係 
最も競合関係にある企業について、最も多く挙がったのは日系企業だったが、前回より7.1ポイント減。一方、輸入代替政策
による国内企業強化の動きなどを反映し、「地場企業」が前回のゼロから13.0ポイント増となった。 

結果概要 結果概要 
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84.8 

69.6 

62.0 

59.8 

50.0 

43.5 

31.5 

29.3 

19.6 

14.1 

14.1 

12.0 

8.7 

6.5 

5.4 

3.3 

0  

4.3 

0  

0 20 40 60 80 100

不安定な為替 

不安定な政治・社会情勢 

行政手続きの煩雑さ（許認可など） 

税制・税務手続きの煩雑さ 

法制度の未整備・不透明な運用 

現地政府の不透明な政策運営 

取引リスク（代金回収リスクなど） 

人件費の高騰 

インフラの未整備 

労働力の不足・人材採用難 

土地の不足、地価／賃料の上昇  

関連産業集積の未成熟・未発展 

知的財産権保護の欠如 

不十分な投資奨励制度 

労働争議・訴訟 

出資比率制限など外資規制 

消費者運動・排斥運動 

その他 

投資環境面でのリスクはない 

（％） 

回答企業数 
92社 

82.6 

14.1 

6.5 

5.4 

5.4 

4.3 

4.3 

3.3 

3.3 

3.3 

2.2 

1.1 

1.1 

0  

0  

4.3 

0 20 40 60 80 100

市場規模／成長性 

従業員の質の高さ 

従業員の雇いやすさ（一般ワーカー） 

安定した政治・社会情勢 

言語上の障害の少なさ  

土地が豊富、地価／賃料の安さ 

税制面でのインセンティブ  

インフラの充実 

従業員の雇いやすさ（専門職など） 

従業員の定着率の高さ 

駐在員の生活環境が優れている 

取引先（納入先）企業の集積 

投資奨励制度の充実 

裾野産業の集積（現地調達が容易） 

各種手続きなどが迅速 

その他 

回答企業数 
92社 

（％） 

投資環境面でのメリット（長所）＜複数回答＞ 投資環境面でのメリット（長所）＜複数回答＞ 投資環境面でのリスク＜複数回答＞ 投資環境面でのリスク＜複数回答＞ 
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対応している 

38.0% 

対応していな

い 

18.5% 

対象外 

6.5% 

不明 

37.0% 

回答企業数 
92社 

38.0 

24.0 

43.3 

18.5 

16.0 

19.4 

6.5 

8.0 

6.0 

37.0 

52.0 

31.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

対応している 対応していない 対象外 不明 

24 

69.6 

41.3 

28.3 

18.5 

17.4 

16.3 

16.3 

12.0 

10.9 

4.3 

4.3 

3.3 

2.2 

3.3 

10.9 

0 20 40 60 80

治安、テロ 

紛争、民族／宗教対立 

駐在員・家族の居住・生活トラブル 

外国人・企業を対象とした犯罪（殺傷害, 

                誘拐,強盗・盗難,詐欺など） 

当局などによる外国人の取り締まり 

政争 

外国人が巻き込まれ易い事故の存在 

環境汚染 

デモ、ストライキ 

自然災害 

サイバーテロ（ハッキングなど）、 

                   産業スパイなど 

民事トラブル 

疾病（深刻な感染症など） 

その他 

安全面でのリスクはない 

（％） 

回答企業数 
92社 

安全面でのリスク＜複数回答＞ 安全面でのリスク＜複数回答＞ 個人情報国内管理義務付けに関する法令への対応の有無 個人情報国内管理義務付けに関する法令への対応の有無 
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18.5 

24.0 

16.4 

40.2 

36.0 

41.8 

41.3 

40.0 

41.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

ある ない 不明 

輸入代替政策による影響の有無 
（製造業／非製造業） 

37.5 

31.3 

25.0 

18.8 

18.8 

6.3 

6.3 

6.3 

6.3 

0  

12.5 

66.7 

16.7 

16.7 

33.3 

0  

0  

16.7 

0  

0  

0  

0  

20.0 

40.0 

30.0 

10.0 

30.0 

10.0 

0  

10.0 

10.0 

0  

20.0 

0 20 40 60 80

輸出から現地展開への 

切り替えにより売上拡大 

国産品への転換により 

                 売上減少 

地場企業との競合の激化 

事業計画の見直し(拡大) 

外国企業との競合の激化 

事業計画の見直し(縮小) 

外国企業との競合の緩和 

地場企業との競合の緩和 

公共調達に参入 

   できなくなった 

現地調達が容易になった 

その他 

合 計（n=16) 

製造業（n=6) 

非製造業（n=10) 

（％） 

輸入代替政策による具体的な影響 
（製造業／非製造業）＜複数回答＞ 

輸入代替政策 輸入代替政策 
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日系企業 

39.1% 

米国系企業 

7.6% 

欧州系企業 

31.5% 

中国系企業 

1.1% 

韓国系企業 

5.4% 

地場企業 

13.0% 

その他 

1.1% 

競合なし 

1.1% 

回答企業数 
92社 

最も競合関係にある企業 

39.1 

32.0 

41.8 

7.6 

4.0 

9.0 

31.5 

48.0 

25.4 

1.1 

1.5 

5.4 

4.0 

6.0 

13.0 

8.0 

14.9 

1.1 

1.5 

1.1 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計（n=92) 

製造業（n=25) 

非製造業（n=67) 

日系企業 米国系企業 欧州系企業 

中国系企業 韓国系企業 その他アジア系企業 

地場企業 その他 競合なし 

最も競合関係にある企業（製造業／非製造業） 

競合が激化 

53.8% 

競合状況に変

化なし 

45.1% 

競合は緩和 

1.1% 

回答企業数 
91社 

過去1年間で最も競合関係がある企業との競合関係の変化 

53.8 

50.0 

55.2 

45.1 

50.0 

43.3 

1.1 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合 計（n=91) 

製造業（n=24) 

非製造業（n=67) 

競合が激化 競合状況に変化なし 競合は緩和 

過去1年間で最も競合関係がある企業との競合関係の変化 
（製造業／非製造業） 

競合関係 競合関係 
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現地 

30.6% 

日本 

22.6% 
欧州 

12.3% 中国 

4.9% 

韓国 

5.0% 

その他アジア 

14.6% 

その他 

10.0% 

回答企業数 
11社 

部品・原材料の調達先の内訳 
（製造業のみ、合計が100となるよう回答） 

現地進出日系

企業 

4.3% 

地場企業 

92.9% 

その他現地進

出外資系企業 

2.9% 

回答企業数 
7社 

現地での部品・原材料の調達先の内訳 
（製造業のみ） 

• 部品・原材料の現地調達については、「現地」が最も多く「日本」がそれに続いた。前回最も多かった「日本」は18.1ポイントの大幅減

となり、「欧州」も4.7ポイント減少した。ルーブル安による調達コスト高を抑えることが理由の一つと考えられる。 

• 現地での部品・原材料の調達先の内訳についても、「地場企業」が前回より28.5ポイント増の92.9％と圧倒的に多かった。 
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輸出 輸出 

27.2 

25.0 

8.7 

6.5 

5.4 

3.3 

2.2 

1.1 

1.1 

1.1 

1.1 

1.1 

1.1 

0  

67.4 

0 20 40 60 80

カザフスタン 

ベラルーシ 

ウクライナ* 

ウズベキスタン 

アゼルバイジャン 

キルギス 

ジョージア 

トルクメニスタン 

アルメニア 

タジキスタン 

モルドバ 

セルビア 

モンテネグロ 

ベトナム** 

上記の国には輸出していない 

（％） 

回答企業数 
92社 

ロシアがFTAなどを締結している国々への輸出状況＜複数回答＞ 

* 2016年3月現在停止中 
** 2016年3月現在未発効 

76.0 

60.9 

37.5 

20.0 

33.3 

100.0 

12.0 

8.7 

25.0 

50.0 

20.0 

66.7 

50.0 

100.0 

12.0 

30.4 

37.5 

50.0 

60.0 

50.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対カザフスタン (n=25) 

対ベラルーシ (n=23) 

対ウクライナ (n=8) 

対ウズベキスタン (n=6) 

対アゼルバイジャン (n=5) 

対キルギス (n=3) 

対ジョージア (n=2) 

対トルクメニスタン (n=1) 

対アルメニア (n=1) 

対タジキスタン (n=1) 

対モルドバ (n=1) 

対セルビア (n=1) 

対モンテネグロ (n=1) 

利用している 利用を検討中 利用していない（予定なし） 

輸出に際してのFTAなどの優遇税率の利用状況 

28 
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輸入 輸入 

3.3 

1.1 

1.1 

1.1 

0  

0  

0  

0  

0  

0  

0  

0  

0  

0  

95.7 

0 20 40 60 80 100

ベトナム* 

ベラルーシ 

カザフスタン 

キルギス 

ウクライナ** 

アゼルバイジャン 

ウズベキスタン 

トルクメニスタン 

ジョージア 

アルメニア 

タジキスタン 

モルドバ 

セルビア 

モンテネグロ 

上記の国から輸入していない 

（％） 

回答企業数 
92社 

ロシアがFTAなどを締結している国々からの輸入状況＜複数回答＞ 

* 2016年3月現在未発効 
** 2016年3月現在停止中 

100.0 

66.7 33.3 

100.0 

100.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対ベトナム (n=3) 

対ベラルーシ (n=1) 

対カザフスタン (n=1) 

対キルギス (n=1) 

利用している 利用を検討中 利用していない（予定なし） 

輸入に際してのFTAなどの優遇税率の利用状況 
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ロシアでの事業展開上の問題点を自由記述形式で聞いたところ、製造業・非製造業共通の問題点として、不安定な為替レー

トや種々手続きの煩雑さが指摘された。製造業では、ロシア政府の投資に対する姿勢に対する指摘が複数あった。非製造業

では、ビザ取得に関する手続きや日本側の投資に対する姿勢に関する意見がみられた。 

業種 コメント

輸送用機器(自動車
／二輪車)

政府の方針転換によって事業継続が困難になるようなことがあれば、外資系で
あっても政府からの十分な補てんを受けられる制度を確立してほしい

化学品／石油製品 10数年に1度破綻する国なので、十分な短期計画と、潤沢な資金力が必要

ゴム製品 許認可手続きが煩雑かつ不透明な部分もあり時間を要する

輸送用機器部品(自
動車／二輪車)

現地調達比率に対する免税恩典が存在するが、一方、部品や原材料製造に関
する産業構造が小さく、技術・品質・コスト・安定供給の面で満足する企業が大
きく不足している

医療機器

ロシア政府の外国からの投資に対する積極姿勢が薄らいできている風潮が感じ
られる（景気悪化に伴い、末端の役人のモラル低下も顕著になってきている）
が、他方で民生技術の多くはロシア自国の産業立ち遅れによって自前では国際
レベルにはほど遠い差がある事も厳然とした事実であり、一時のような外国から
の技術移転導入を狙った投資優遇の姿勢に戻ってくることを期待する

電気機械／電子機器
通貨の安定性と金利高。経済政策の不透明さ。公共設備・インフラ投資計画を
中期計画を念頭に置かず短期目線で頻繁に修正する投資体質

製造業 製造業 
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業種 コメント

販売会社 ビザ取得手続きの緩和が必要。人的交流（商談）の頻度が制限される

その他サービス業

日本国内のロシアに対するイメージの悪さ、認識の不足。機会ある度に説明は
するも、やはり日本国内のニュースの悪いイメージに影響され、行動にためらい
や先送りの意識が見られる。　ロシアに訪問すると、その時点ではイメージが大
幅に好転するが、時が立つと日本国内のイメージに引き戻される

銀行
経済制裁下日系企業が一丸となって日本側および世界に向かってより現地の
情報発信を行うことで正しい認識を持ってもらうことが肝要

商社

プラント建設案件でエンジニア派遣が必要だが、高度熟練専門家（HQS）ビザの
対象にならず1年ビザとなることから、ロシア語他の試験の受験を迫られる。エン
ジニアは当然ロシア語は全く分からないので、ロシア政府は斯様な措置の例外
を設ける必要がある。日露の経済関係強化、投資誘致の奨励が両国で謳われ
ていることに、こうした措置は逆行する

販売会社
政府の現地生産化政策により、外資商品の輸入制限や入札参画条件制限な
ど、現地品生産優遇策（品質劣・低価格）への動きが今後の地場展開並びに投
資検討への足枷となる危惧

販売会社
日常の経理総務関係（出張手続き、休暇伺いなど）の税務上および法的な手続
き書類が煩雑で、業務・経営面で効率化が出来ない

販売会社

為替のボラティリティとそれに伴う市場価格の変動、需要の変動が中期的なビジ
ネスプランを困難にしている。今年度は耐える年との認識の下、東京本社とは今
後の方針を合意しているが、この不況が数年続くことが想定される場合、方針転
換（ビジネス縮小、投資凍結）の恐れもあり、慎重な判断が必要になる

不動産
政治・経済状況の不安定さや、明瞭な投資環境が整っていない事で日本サイド
では投資に対する意欲がない

販売会社 英語ができる人材の不足、特に地方拠点

商社
ロシア国内法が国際法に準拠していないことが、投資を妨げる要因となってい
る。国内政治は安定しているが、国際関係おけるロシアの立ち位置の不安定
化。ルーブル安

非製造業 非製造業 
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